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第１回新宿区住宅まちづくり審議会 

開催年月日・平成２７年６月３０日 

 

出席した委員 

 大方潤一郎、佐藤滋、椿真吾、篠原みち子、石川彌榮子、西山博之 

 伊藤衛、舟生アイ、長谷川照子、田近武友、桑原弘光、西村敏、野村正俊 

 小池勇士 

欠席した委員 

 宮坂忠昌、針谷弘志、新井建也 

 

議事日程 

 報 告 

 １ 新宿区住宅まちづくり審議会幹事の変更について 

 ２ 新宿区高齢者の住まい安定確保連絡会の開催について 

 

 議 題 

  １ 分譲マンションの適正な維持管理及び再生への支援 

     －今後の施策の方向性について－ 

 

議事のてんまつ 

 

    午後２時００分開会 

○事務局（山﨑居住支援係長） 本日はお忙しい中、御出席いただきまして、ありがとうござ

います。 

 ただいまより、平成27年度第１回住宅まちづくり審議会を開催いたします。 

 私は、事務局の都市計画部住宅課居住支援係長の山﨑と申します。どうぞよろしくお願いい

たします。 

 開会に先立ちまして、欠席委員の報告をさせていただきます。本日欠席の委員は宮坂委員、

針谷委員、新井委員の３名でございます。定足数の過半数に達しておりますので、本日の審議

会は成立していることを御報告いたします。 
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 それでは、資料の確認をさせていただきます。資料は次第、Ａ４、１枚でございます。 

 続きまして参考資料になります。「新宿区住宅まちづくり審議会 幹事名簿」と「平成27年

度第１回新宿区高齢者の住まい安定確保連絡会について」です。なお、本日の議題資料につき

ましては、事前に送付させていただいております。「分譲マンションの適正な維持管理及び再

生への支援について」と、資料「新宿区分譲マンション実態調査報告書概要版」です。 

 本日、お持ちでない方がいらっしゃいましたらお申し出ください。いかがでしょうか。 

○大方会長 すみません、忘れました。 

○事務局（山﨑居住支援係長） 今、お持ちいたします。 

 座らせていただきます。 

 続きまして、お手元のマイクの操作について説明させていただきます。発言には、この長い

マイクを使って御発言ください。下にある「要求４」というところを発言の際に押していただ

きまして、発言が終わりましたら、その右にあります「終了５」のボタンを押してください。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

報 告 

 １ 新宿区住宅まちづくり審議会幹事の変更について 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○事務局（山﨑居住支援係長） 議事の前に、住宅課長から幹事の変更及び新宿区高齢者の住

まい安定確保連絡会について報告させていただきます。恐れ入りますが、参考資料を御覧くだ

さい。 

○事務局（佐藤住宅課長） 事務局です。報告１ 新宿区住宅まちづくり審議会幹事の変更に

ついてでございます。区職員の異動に伴う変更でございます。新幹事の竹内まちづくり計画等

担当副参事です。 

○幹事（竹内まちづくり計画等担当副参事） 竹内です。よろしくお願いします。 

○事務局（佐藤住宅課長） 吉川建築調整課長です。 

○幹事（吉川建築調整課長） 吉川です。よろしくお願いします。 

○事務局（佐藤住宅課長） どうぞ、よろしくお願いいたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

報 告 

 ２ 新宿区高齢者の住まい安定確保連絡会の開催について 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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○事務局（佐藤住宅課長） 続きまして、報告２ 新宿区高齢者の住まい安定確保連絡会の開

催についてを御報告いたします。座って説明いたします。 

 平成26年度高齢者の住まいの確保について、当審議会で審議していただきまして、ことし４

月に高齢者の住まい安定確保連絡会を創設いたしました。創設に伴って、５月21日に第１回を

開催したところでございます。 

 連絡会の内容につきましては、お手元に開会日時、参加メンバー等が書いてあると思います

けれども、主な内容といたしましては、高齢者の住まいの諸問題、空き家、シェアハウスなど

の問題、今後の対忚というところですが、若干要旨を御報告させていただきます。 

 まず、空き家のパンフレット、これは区のほうから、これからパンフレットをつくりたいと

いうこともございまして、御意見をいただきました。全国で850万戸の空き家があります。高

齢者の住まいの助けにならないだろうか。 

 また、日本はヨーロッパに比べて建て替えが多くて、長年住みなれた高齢者には建て替えは

つらいということで、一生を全うできるようにしたい。 

 空き家の活用をオーナーに理解してもらい利用できないだろうか。シェアハウスはできない

だろうかというような意見がございました。 

 住宅相談、あるいはシェアハウスについて、現状では生活保護よりも高齢者がふえています。

ただ、その賃貸物件が減っているという状況の中で、物件をふやすには大家さんの協力が必要

で、障害者の場合はバリアフリーの問題もあります。 

 住宅相談でも事情がある方がすごく多く、希望する物件が見つけにくくなっているというよ

うな意見がございました。 

 空き家やパンフレットについて、住宅を有効に利用したいという中で、都心部では賃料が折

り合わないということから空き家になっているということで、市場とニーズが合っていないの

ではないか。高齢者だからといって貸す側がキャンセルしているということでもないのではな

いかというような御意見もいただきました。 

 高齢者の連絡先について、リフォームの相談を受けるとき、施主が高齢で打ち合わせをした

のに忘れてしまう。代わりの連絡先があると円滑に進むんではないかというような意見。ある

いは、身寄りのない人からの連絡がある、サービスを調整するけれども、最後は区役所がそう

いった役割をしたらどうかというところとか、また、ケアマネジャーとの連携ということで、

職人さんと工事をどういうふうにするのか。書類なんかをそろえているとき、ケアマネジャー

さんを通じて横のつながりができたというような体験のこともおっしゃられました。 
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 高齢者につきまして、高齢者は身内と絶縁している人が多い中で、連絡先を教えてもらえる

とありがたい。住宅の相談は尐ないが、あると難しいものがありますということとか、高齢者

が立ち退きとなると次の部屋を貸してもらえない。そういった場合に、大家が高齢者を躊躇す

る理由は、何かあった時に高齢者総合相談センターや警察に連絡しなければならないからとい

う御意見とか、あるいはいつまでも区に住めるようにしていかなければいけないというような

御意見がありました。 

 精神障害者については、グループホームを出た後、次の入居先が難しいので、これもあわせ

て課題ですということとか、また、バリアフリーについて、やはり高齢者の住まいには必要な

ものだ。バリアを感じないようにしなければいけないといった、いろいろな御意見をいただき

ました。 

 このような御意見を尊重して、住宅課としても施策にしていきたいというふうに思っている

ところでございます。 

 次回は、11月ごろに、また連絡会を開きたいというふうに考えているところでございます。 

 以上で異動と連絡会の報告を終わります。 

 それでは、次第に従いまして進めさせていただきます。会長、よろしくお願いいたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

 議 題 

 １ 分譲マンションの適正な維持管理及び再生への支援－今後の施策の方向性について－ 

   ～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○大方会長 それでは、本日の議題に入りたいと思います。分譲マンションの適正な維持管理

及び再生への支援ということで、早速ですが、事務局から御説明、よろしくお願いいたします。 

○事務局（佐藤住宅課長） それでは、事務局から御説明いたします。 

 座って説明いたします。 

 資料「分譲マンションの適正な維持管理及び再生への支援について－今後の施策の方向性に

ついて－」を御覧ください。 

 この資料は郵送で、前もって見ていただいているとは思いますけれども、主なところを中心

に説明させていただきます。 

 まず、１番としまして、分譲マンションの支援の必要性でございます。 

 マンションは、都心部である新宿区の居住形態として定着し、その数の多さや規模の大きさ

などから都市を再生する要素としても重要で、地域のまちづくりやコミュニティ等とも密接に
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関連する社会性の高い住宅ストックということでございます。 

 また、平成20年度に新宿区では分譲マンション実態調査というのを行って、概要版がありま

すけれども、現在これが最新のものということで、これによりますと区内の分譲マンションの

供給数は昭和50年代が最も多くなっております。全体の31.8％を占めてございます。また、半

数近くのマンションが築25年以上ということで、今後の老朽化が心配されているという現状が

ございます。ちょっと記載がございませんけれども、この調査で、エレベーターのないマンシ

ョンというのが10.7％ほどございました。 

 傾向といたしまして、やはり小さいマンション、20戸以下のマンションが29.7％と、平均す

ると10.7％なんですけれども、20戸以下のものについては29.7％と、最も多い割合になってお

ります。 

 やはり古い建物が多く、昭和59年までに建てられたマンションが、エレベーターが尐ないと

いうような状況になってございます。 

 次の丸ですけれども、さらにマンションの老朽化に加えて、居住者の高齢化、それから住戸

の賃貸化が進むと、管理組合が十分機能しないということが生じます。管理組合のない小規模

なマンションも見られるほか、ワンルームマンションの増加が顕著になっているということが

あります。また、適正に維持管理されていないマンションが老朽化につれて空き家が目立つな

ど、防犯上、防災上の危険や都市景観の悪化など、周辺の住環境に与える影響も大きくなって

ございます。 

 こうした事態を防ぐために、行政が政策的に関与し、マンションの適正な維持管理や全面的

改修、建て替えに対する支援をより一層充実していくことが必要ということがございます。 

 次に、国や都の動きでございます。国におきましては、平成26年６月にマンション建替え円

滑化法を改正して、耐震性不足のマンションを対象にして、マンション敷地売却制度、それか

ら容積率の緩和特例制度を創設するなど、法整備等を進めております。 

 全面施行になったのが昨年の12月24日ということで、ことしに入って施行されている状況な

んですけれども、なかなか申し込みがない状況というのは東京都から伺っております。相談は

いろいろあるそうなんですけれども、なかなか申請までまだ至っていないと。法律施行されて

から半年程度ですので、そんなようなところなのかなと。 

 また、１万平方メートル未満の建物については、東京都ではなく、新宿区の認定になります。

この制度を使うためには、まず初めに除却の認定というのが必要になります。これも区で認定

するようになるんですけれども、まだそういった物件は出ていないような状況でございます。 
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 東京都におきましては、住宅政策審議会というところでマンション部会を設置し、東京にお

ける今後のマンション施策のあり方について、専門的、集中的に調査審議を行われているとい

うところでございます。 

 次のページをお願いします。 

 その中で新宿区ですけれども、分譲マンションの良好な維持・管理を促進し、将来にわたっ

て良好なストックとして存続させることにより、住環境の保全・向上を図るために、建物の維

持及びマンション管理組合の運営に関する相談、セミナーの啓発を行っているところでござい

ます。事業の実施に当たっては、新宿区マンション管理相談員、下に書いてありますけれども、

マンション管理士、一級建築士、建築設備士、弁護士等々の資格を持った17名の方を、新宿区

はマンション管理相談員として委嘱しております。この方々と構成する協議会を定期的に開催

して、協議をしているところでございます。 

 次に、今ちょっと挙げました事業を簡単に説明いたします。 

 最初に、（１）マンション管理相談です。区内の分譲マンションの管理組合員、それから区

分所有者などの方を対象に、新宿区マンション管理相談員が管理組合の運営、建物の維持修繕

について、相談を行っているところでございます。毎月第２・第４金曜日に相談を受けている

という事業でございます。実績ですが、表のとおり、管理運営と建物の設備についての相談を

多くいただいているところでございます。 

 次のページをお願いします。 

 次に、（２）マンション管理相談員派遣制度です。相談員が出向きまして、相談に乗るとい

う制度でございます。管理組合を対象に、総会など、あるいは管理組合設立前の区分所有者の

集まる場に、無料で派遣する制度でございます。派遣になる対象ですけれども、区が主催して

行っていますマンション管理相談、それからマンション管理士会というところがございまして、

そこが主催しているマンション問題無料なんでも相談、これを受けて派遣が必要だなというと

きに派遣するというのと、それから、過去に相談を受けて、やはり引き続き確認が必要だなと

いうものについても、平成25年度から派遣を実施しているところでございます。回数は、同じ

マンションにつきましては年３回、１回２時間というようなものでございます。 

 （３）はマンション管理相談員資質向上講座、これは相談員の研修でございます。 

 次に、（４）のマンション管理セミナーでございます。タイムリーなテーマやセミナー参加

者からのアンケートで要望の多いテーマを選定して、管理組合に対する啓発活動を行っており

ます。年２回、各50名で、大体50名を超える忚募がある事業でございます。 
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 次のページをお願いします。 

 （５）マンション管理組合交流会でございます。区内の分譲マンションの管理組合の役員を

対象に連携を強めていく会で、これも年２回、各回40名ということで、これも大体いっぱいに

なるというような事業でございます。 

 次のページをお願いします。交流会は４つの班に分けて、４つのテーマで行っています。平

成26年度の第１回については、管理組合運営の勘どころ等々の、こういったテーマを設けて実

施しているところでございます。 

 次に、３番、他区の状況ですけれども、２枚めくっていただいて、他区の状況が載っていて、

新宿区が行っている施策は赤字で新宿区というふうになっております。啓発事業の中の情報発

信、それから助成事業、この辺が新宿区は未実施となっているので、これからの検討課題かな

というふうに思ってございます。 

 もとに戻りまして、今後の課題と方向性でございます。４番でございます。 

 まず、既存事業のうち、今説明した派遣につきましては、実績が目標の24に届いていないと

いうことで、ちょっと課題がございます。それから、交流会ですけれども、いろいろないい意

見はいただいているんですけれども、その発言の内容をどのように生かしていくかというのが

まだうまくいってないというところで、課題と感じているところでございます。 

 次に、マンションの耐震化の促進でございます。同じ都市計画部内の地域整備課と一緒にな

って進めているところでございます。テーマが、耐震というふうに限られてしまうという懸念

があるのが、ちょっと問題かなというふうに思ってございます。 

 次のページをお願いします。 

 分譲マンション再生への取り組みとして、管理組合の実態がない・機能していない分譲マン

ションに対しまして再生のための支援を行っていく必要がある中で、支援する対象がつかめな

い、どのようにアプローチしていくかというのが課題になっているところでございまして、

「広報しんじゅく」とか、ホームページの周知を図るとともに、効果的な周知方法を考えてい

きたいなというふうに思ってございます。 

 最後に、既存の事業が実態に即したものであることを確認し、新たな施策を検討し、実施し

ていくために、新宿区内のマンションの実態の正確なデータを把握する必要があると思います。

一番近いところで平成20年度に行ったわけですけれども、今後、分譲マンションの調査を検討

していきたいというふうに思っているところでございます。 

 以上のような区の取り組み、１番で支援の必要性、それから施策の概要、それから他区の状
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況などを踏まえて、今後の課題、方向性を御説明したところでございますけれども、このよう

な中で委員の皆様の、どのようにしていったらいいか、審議のほどをお願いしたいというふう

に思っているところでございます。 

 説明は以上でございます。 

○大方会長 ありがとうございました。 

 それでは、きょうはこういう新しい区の施策といいますか、方向性について審議会の御意見

を、忌憚のない御意見を伺いたいということで開催した委員会でございます。どうぞ御自由に

御質問なり、御意見なりいただきたいと思います。どうぞ。 

 お願いいたします、篠原委員。 

○篠原委員 最初の説明で、新宿区のマンションは小規模のマンションが多いし、古いものが

多い。しかも賃貸化が多いというふうな話があったんですけれども、それに対する具体的な施

策が余りはっきりしてないんじゃないかというふうに感じました。 

 やっぱり、共用施設が充実していないマンションが多いというのであれば、例えば、周辺に

戸建ての空き家があれば、そこを活用して、何かみんなでちょっと使えるような工夫をすると

いうようなことも必要だと思いますし、それから、管理組合の実態がないようなマンションが

多いということであれば、これは具体的にどういうマンションがどこにあるかという調査をし

ないことにはなかなか難しいかもしれませんけれども、例えば、区のほうからチラシを入れて

注意を喚起するなり、困ったときには相談に来てくださいぐらいの何かするとか、もうちょっ

と積極的な施策がないと、いわゆるマンション管理相談とか派遣とか、それだけでは、新宿区

の特徴があるマンションに対する施策としてはちょっと不十分じゃないかなというふうに思い

ます。 

○大方会長 ありがとうございました。何か。 

○事務局（佐藤住宅課長） 委員がおっしゃるとおり、平成20年度、７年前にこういった調査

の結果が出ている中で、区としては、どちらかというとある程度しっかりしたところに働きか

けているという実態はございます。今、最初におっしゃられた戸建ての空き家の活用とか、あ

るいはそういった実態のない管理組合の調査、チラシなんかを配ったらどうかというような御

意見もございました。この辺も含めて、広報やホームページだけでは確かに積極性に欠ける面

もありますので、その辺については、もうちょっと積極的にやっていく方策を考えていきたい

なというふうに思っているところでございます。 

○大方会長 よろしいですか。 



 - 9 - 

 ほかにいかがでしょうか。 

 はい、どうぞ、西山委員。 

○西山委員 今の意見に関連するんですが、ワンルームマンション等、増加が顕著だというこ

とですが、ワンルームマンションって、ある面投資用で、区分所有、建物所有ですけれども、

一方である面、もともと賃貸ということを狙っているので、そこら辺を尐し、もともとファミ

リー層向けと、もともといわゆる賃貸目的の分譲というふうに、尐し施策も分けていく必要が

あるのかなというふうに、ちょっと今の御意見聞いていて思ったんですが。そこら辺、いかが

でしょうか。 

○大方会長 どうぞ。 

○事務局（佐藤住宅課長） 区も、分譲マンションの施策とワンルームマンションの施策は分

けてございます。 

 分譲マンションについては、管理組合等を支援して長寿命化といいますか、長く老朽化しな

いようにしていくために相談とか派遣なんかをやっている事業です。 

 一方、ワンルームについては、そういったソフト面もないわけではないんですけれども、逆

にハード面といいますか、建てるときに、ファミリー向けを何割つくってくださいとか、高齢

者向けを何割つくってくださいとか、通路は何センチ確保してくださいとか、あとごみ出しと

か、そういったつくるときの規制をかけていて、つくった後は特に、引き続き何かあれば是正

をお願いするというような、そういった内容の異なった施策をやっているところでございます。 

○大方会長 どうぞ。 

○西山委員 つくる際もそうだと思うんですが、一方で当然、管理組合というのはあるところ

もあると思いますし、ないところも当然ないと思うんですが、ここで「ワンルームマンション

の増加ということは課題になってきている」と書かれていながら、一体どこの管理組合を対象

に狙っていくのかというのは、ちょっと課題とその全体の現状の部分が混在しているような感

じで、ワンルームに関しては、当然その居住水準も上げていくというものもあるんですけれど

も、ワンルームに対する、ひょっとしたら管理組合にもアプローチしなきゃいけない部分も当

然あると思うんですけれども、それのアプローチの仕方と、一般的なもともと分譲用で賃貸化

した部分に対して、同じ管理組合に対するアプローチの仕方もちょっと違ってくるのかなとい

うふうに、供給面と、一方で今あるストックをどういうふうに施策を打っていくかという、そ

こら辺の整理が必要なのかなというふうに思いました。 

○大方会長 どうぞ。 
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○事務局（佐藤住宅課長） 委員がおっしゃるとおり、本当にそこをちゃんとやらなきゃいけ

ないかなというふうに思っております。 

 今、区が実態調査等も踏まえながら考えているのは、分譲、もともと区分所有の分譲マンシ

ョンで、それを賃貸化して住んでいる、賃貸じゃないのと賃貸であるのとが混在しているマン

ションをどうしていくかというのは１つの課題であります。 

 それから、もともとワンルームで賃貸向けにつくっているマンションをどうしていくかとい

うのが、ちょっとまだいい施策を考えていないというような、両方うまくいってない点もあり

ますけれども、分けて考えていかなきゃならないというのは、委員のおっしゃるとおりかなと

いうふうに思ってございます。 

○大方会長 どうぞ。 

○西村委員 ワンルームのことについて、自宅の近くで大規模なワンルーム、賃貸のマンショ

ンができた際に、新宿区のほうにワンルームマンション条例のことで聞いているはずなんです

けれども、それでも例えば、本来は救急車が入るとか、引っ越しのトラックがちゃんと入らな

きゃいけない場所をとらないといけない、自動車停留空地をとらないといけないですね。それ

が余りにもいいかげんで、最初の計画、市谷山伏町にある積水ハウスのものが、駐車場のター

ンテーブル上にそんなものをつくっていたわけですよね。それはおかしいだろうという話で、

何とか別のところにつくったんですけれども、そこも高さが足りない、広さが足りないで、実

際の救急車は、牛込署に聞いても入らないようなものをつくって、それを新宿区がオーケーし

たというふうなことを平気で言うんですよ。それじゃ困るということで、ちゃんと救急隊や消

防署にも聞きなさいと。引っ越しのトラックも入らないということで、それじゃおかしいだろ

うというのに、今、実際そのままごり押しでつくっているんですよね。 

 建築審査会のほうに審査請求を出しても、建築基準法じゃないから、それは審査できないと

いうことでスルーしちゃって、結局、国交省のほうに再審査を出しても全く同じことでスルー

してしまったので、このまま建つと、本来入らなきゃいけないところに入らないままできてし

まうと。今おっしゃっていたように、最初に歯どめをかけますと言っている割には歯どめがか

かってないで、その後の指導がなかったら、おかしなものができたときに、そのままになって

しまって、非常に問題だと思うんですね。 

 会長が狛江市でつくられていたようなまちづくり条例を、早目に新宿区でもつくっていただ

きたいと思います。そうすれば、近隣住民と建築基準法以外のことでも、つくるときにいろい

ろと議論できるので、そこで問題があれば建築基準法以外でも、新宿区として、それは絶対今
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の話じゃ多分問題だと思われるでしょうけれども、確認申請が通ってしまうと、そのまま突き

進んでしまうので、積水ハウスや鹿島建設という一流企業であっても突き進んでしまうので、

とめようがないというのは非常に問題なので、早目にそういったものをつくっていただいた上

で、こういったことを審議していただきたいと思います。 

 特に、もともと賃貸のほうがかなり多いわけですね。今、分譲の話しか出ていませんでした

けれども、賃貸のほうは大丈夫なんですか。こういう分譲マンションだけじゃなくて、賃貸の

ほうだって老朽化は進んでいるでしょうし、いろいろ管理の面でも問題があると思うんですけ

れども、そういった点もあわせて、ぜひ御審議いただきたく思います。 

○事務局（佐藤住宅課長） 最後の分けてというところは、先ほど西山委員からもありました

けれども、ちょっとまだ分譲マンションのほうに施策の力を入れていて、もともとの賃貸マン

ションについては施策的に弱い面がありますので、その辺については、今の御意見を踏まえて

考えていかなければならないというふうに思っております。 

 また、まちづくり条例等のお話もございました。その前段として、停留空地がちゃんとして

ないと。奥行６メートル以上、幅2.5メートル以上という基準を、区の条例で持っておるわけ

ですけれども、その上の部分も、高さの部分あると思うんですけれども、それを満たしてない

と。区に出してくる書類で、ちゃんと審査はしているんですけれども、その辺がスルーしてし

まったということで、その辺は調べてみないとわからないんですけれども、もう一回調べてい

きたいなと思っているところでございます。 

○大方会長 どうぞ。 

○西村委員 その件で、当時中山区長だったので、区長や何かにもお手紙出して、2.3という

話が最初あったのが、2.5という話で返ってきたんですけれども、高さですけれども、もとも

とはワンルームって、そんなでかいものじゃないから、ともかく細い道にとまると困るから、

ちょっと入れようという意味合いでつくられているはずなんですけれども、そうじゃなくて、

そういうふうに百十何戸ものワンルームマンションをどかんと大久保通り沿いにつくったりな

んかするということ自体が想定外だとは思うんですけれども、結局そこで、今の救急車という

のは2.9幾つありますから、2.5じゃ絶対だめなんです。引っ越しのほうも、4.5畳のやつが入

るのがやっぱり2.9で、それは口頭審査のときにお話ししているので、皆さん知っていると思

うんですけれども、それぐらいでやってもらわないと困る。 

 東京都は駐車場条例で、荷おろしや何かのスペースというのが高さ３メートルや何かでやっ

ていますから、でかいマンションに関しては、それぐらい当てはめられてもいいのではないか



 - 12 - 

と思います。 

 そうしないと、今度逆に何かで、それで新宿区がオーケーで通ったということでいっちゃっ

て、何かでもめたときに、新宿区がいいと言ったからといって、後で新宿区が訴えられること

になると思うので、その辺はぜひ早急に、早目にチェックしていただきたいと思います。 

 すみません。ちょっと話がずれてしまって、申しわけありません。 

○大方会長 いやいや、大事な問題。 

 ちょっと私から質問です。今のお話は、救急車が入る、入らないというのは、その基準は、

ワンルームマンション条例に定めてあるということなんですか。 

○西村委員 自動車停留空地が緊急車両と、そういう運搬、荷物とかの、要するに引っ越しの

車や何かが入るように定めていますよね、それは。違いますか。 

○事務局（佐藤住宅課長） 定めています。はい。 

○西村委員 そうですね。 

○大方会長 それは、建築基準法ではもちろんなくて、基準法に基づく安全条例ではなくて、

ワンルームマンション条例で、つまり自主条例で書いてあるということですね。 

○事務局（佐藤住宅課長） はい。 

○大方会長 ワンルームマンション条例は強制力がないということになるわけですか、そうす

ると。あれは、どういうのでしたっけね。ここで随分した思いはありますが。 

○西村委員 それ、ないです。あればですね。 

○大方会長 勧告ぐらいはできるんでしたっけ。 

○西村委員 いや、何もないです。 

○大方会長 勧告。 

○事務局（佐藤住宅課長） 勧告はあるということで。ただ、2.5以上ということに今なって

いるので、2.9でなければいけないというようなことがなかなか言えない。 

 すみません、上空については、一忚何もないようにお願いというところです。 

○大方会長 それも、だから、守らせ切れてないわけですね。 

○事務局（佐藤住宅課長） そうです。 

○西村委員 守らせてないわけで、普通のエントランスに要するに車が入るような形になって、

それ自体がすごく危ない状況なんですけれども、それが通ってしまったから、まずいというだ

けの話なんです。 

○大方会長 わかりました。 



 - 13 - 

○事務局（佐藤住宅課長） 今言った2.5というのは、縦横の2.5です。 

○西村委員 そうですね。狭い。 

○大方会長 幅ね。 

○西村委員 はい。 

○大方会長 いずれにしろ、せっかく条例をつくって、基準まで定めてあるとすれば、100％

完璧ではないにしろ、何らかの形できちっと遵守してもらうことは重要なので、そこはぜひ御

検討いただきたいということです。 

○西村委員 すみません、お願いいたします。 

○大方会長 ただ、おっしゃるとおり、まちづくり条例をつくっても、必ずしも強制力が出る

とも限りませんので、そこを一ついろいろ工夫が必要なところです。 

○西村委員 そうです、ありがとうございます。 

 ただ、やはり横から見ていて、我々がずっと何年も、国交省に出して２年間ほっぽられるぐ

らいなので、そうすると、その間に物ができてしまうので、実際、審査請求を出していると、

そこで差しとめがかけられなくなってしまうので、どうにもならなくてです。 

○大方会長 いや、普通の建築基準法だけではとめられないと思いますので、そこは今のワン

ルームマンション条例を尐し改正をして、何かきちっと事前にその審査を受けて、協定を結ば

ないと確認出して、出しはいけないとはできないんですけれども、着工しちゃいけないとか、

何か尐し重い仕組みに変えないといけないです。性善説では、なかなか無理です。 

○西村委員 おっしゃるとおりです。そうしていただいたほうが、あちこちで、うちのマンシ

ョンの周りの話だけじゃなくて、あちこちで今かなりそういうのが起きているということだっ

たので、ちょっと外から見て、狛江市のを見てたら、何か小さいものでも必ず市が入って、一

緒に話しして、それで落としどころを決めてやるということで、僕らもマンションを建てるな

と最初から言ってたわけじゃなくて、マンションを建ててほしいと。そうしたら余りにも近隣

のことを考えてないマンションだったから、何とかしてほしいという話から始まっていたので、

ぜひよろしくお願いします。 

○大方会長 そのほか、別の件で結構です。 

 はい、どうぞ。 

○篠原委員 この概要版の、例えば26、27を見ると、10の地域の相対的特性ということで、四

谷地域以下、新宿駅周辺地域まで、例えば建築年次がどういうマンションが多いかとか、マン

ションに限って幾つか分析をされているんですけれども、本当はもう今は一般的にマンション
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管理相談をやればいいとか、セミナーを開けばいいとか、そういう時代じゃなくて、もっとき

め細かい施策が必要な状況になっていると思うんですね。 

 ですから、例えば、せっかくこういうふうに10の地域に分けるのであれば、その地域には、

マンションのほかに、例えば木密の個別、戸建ての住宅が多いのか、あるいはビルが多いのか、

そういうことも踏まえた上で、この地域にはどんな施策をしていったらいいかということを細

かく考えていかなきゃいけないんじゃないかなというふうに思いました。 

○大方会長 ありがとう。 

 何かありますか。 

○事務局（佐藤住宅課長） 平成20年度の実態調査は、こんなような形でやりましたけれども、

次回の調査については、そういったマンションに限らず、そういったビル、戸建て等も含めな

がら、その中でマンションはどんな問題があるのかということでやっていきたいなというふう

に思っております。 

○大方会長 どうぞ。 

○野村委員 今の回答にあわせて、ちょっと質問します。分譲マンションの実態調査で今後、

どんなようなことを検討されるかについてお尋ねしたいんです。その前に私の認識としまして、

既存の区役所でお持ちのビッグデータ、例えば建物基礎調査、都市計画基礎調査、あるいは建

築確認申請の概要書をもとに、東京都のほうで作成された地域危険度測定調査結果等のビッグ

データを用いれば、それを地区別に集計すれば、加工分析が行えると考えられます。 

 そういった観点で、都で所有している、そういったビッグデータを活用することが可能なの

かどうなのか、その辺ちょっと教えていただきたいんです。その方向から、今後の住宅政策を

別途考えていくということをやっていっていただきたいと思います。 

 私の視点であれば、ここでも書いてございますように、建物の老朽化と、そこに居住されて

いる方の高齢化、すなわち建物は古くなるし、住んでいる人も高齢化する。それと、耐震化、

建て替えについての施策を考えるためのデータがいかにとれるかという観点から検討していっ

てもらいたいというのが私の趣旨です。いわゆる活用できるかどうかを教えてほしいんです。 

○大方会長 いかがですか。 

○事務局（佐藤住宅課長） それは、持っている東京都なりに許可を得て活用するようになる

のかなというふうには思いますけれども、今ビッグデータというお話もありましたけれども、

いろいろな自治体が、いろいろなデータを持っておりますので、国のデータ、東京都のデータ、

それから新宿区の住宅部門以外のところが持っているデータ、この辺をうまく活用して、そう
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いったクロス集計なんかもできるようなものがあれば、しながら活用していきたいというふう

に思っております。 

 そういったものを、今課題としておっしゃった老朽化とか高齢化の問題とか、あるいは耐震

化の問題に、どのように、何のために調査するのかというのが重要だと思っております。ただ

調査して、それが施策にどのようにつなげていくのかというのが調査をする上で重要かなと思

っておりますが、ただ数字が出て、それをどのように活用していくのかというところを踏まえ

た上で調査項目等を考えながらやっていきたいというふうに思っています。 

○大方会長 ちょっとこれは会長というよりも専門家としての補足ですけれども、思いのほか

マンションが老朽化しているとか管理状況が悪いというのは、データとしては、どこもとって

ないと思います。東京都の都市計画の基礎調査というのも、大体建物、階数だ、構造だぐらい

しかとれていませんから、エレベーターあるかないかすら多分わからないですね。まして、配

管がぼろぼろになって赤さびが出ているとか、そういうことは居住者以外、誰もわからないわ

けですよね。 

 それから、不動産業関係の方がいらっしゃれば、よくわかると思うけれども、住民自身も、

特に分譲ですと、管理状況が悪いとか、あるいは老朽化しているということを表に出したがら

ないですよね。売れなくなっちゃいますからね。だから、そういう実態をつかむには、やはり

区が独自の調査をするとか、あるいは都と一緒に何かやるとか、相当のことをやらないと、実

態はなかなかつかめないんだろうと思うんですけれどもね。 

 ですから、そこまで頑張ってやるかどうかという、そういう時期に来ているんだと思います

けれどもね。 

○佐藤委員 よろしいですか。 

○大方会長 どうぞ。 

○佐藤委員 今、大変重要な議論だと思うんですけれども、この概要版に、80ページに耐震診

断を実施している、これは平成17年にすごく大きくなって、多分、毎年相当の数がやられてい

るんじゃないかと思うんですけれども、その耐震診断の結果というのは、これもなかなか公表

はできないんでしょうが、それはつかんでおられるんですよね。特に、多分その下のほうとも

比べると、新耐震以前のマンションというのは皆さん心配だと思っているから、多分比率とし

ては多いと思うんですけれども、その辺の実態はどうなんですか。その耐震の診断の結果とい

うのは、どういうものとしてつかまえているんでしょうか。 

○事務局（佐藤住宅課長） 区で補助金を入れて、何だかの形で区と一緒にやっているものに
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ついてはデータはありますけれども、個人で自分のお金だけでやっているものについてはデー

タ的にはないのかなと思っています。 

○佐藤委員 それで、どういう。区でやられているのでは、どんな結果が出ているんですか。 

○事務局（佐藤住宅課長） ちょっと地域整備課長、お願いします。 

○幹事（依田地域整備課長） 地域整備課長です。 

 耐震に関しましては、耐震改修促進計画をつくっており、その中でいろんな分析をしており

ます。ただ、個々の建物の耐震がどんな感じかというのも、なかなか細かく出しづらくて、推

計値で出している状況にあります。現在、手元にあるデータでは、平成25年３月時点で、マン

ションに関しましては、耐震性を有しているマンションが89.1％と、推計しております。 

○大方会長 それは全体の推計ですね。 

○幹事（依田地域整備課長） そうです。 

○大方会長 個々にこのマンションはこうだとかいうようなデータというのは、行政のほうで

はつかめるのかということですが。 

○幹事（依田地域整備課長） つかめ切れていない状況です。 

○大方会長 つかんでない。 

○佐藤委員 行政が一緒に調査やったものでも、行政はそのデータを持てないんですか。持て

ない。 

○大方会長 いや、どうなんですかね。持っているけれども、倉庫に入ったままとか、そうで

はない。 

○佐藤委員 非常に重要なデータですよね。 

○大方会長 報告は受けているのか、報告が行政に上がってこないのかということですけれど

も。どうなんでしょう。 

○幹事（依田地域整備課長） 当然、支援事業、我々が補助金出した事業に関しては、全部デ

ータは持っています。今、集計値は手元にはない状況です。 

○大方会長 ちゃんと分析すれば、もうちょっとわかるかもしれないと。 

○幹事（依田地域整備課長） そうです、はい。 

○大方会長 どうぞ。 

○野村委員 先ほどの話で、老朽化というのを、いわゆるメンテナンスしていけば長寿命化が

図れるわけですけれども、例えばですけれども、昭和56年以前に建った建物が何年の耐震基準

で建てられているかを指標として、老朽化しているとかどうかの分析は可能だとは思うんです。 
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 私が聞きたかったのは、まずはそういった基礎データを活用することが、オープンにするこ

とができるか、どうですか聞きたいんです。 

 それと、先ほど東京都の地域危険度測定調査というのは、東京都に聞いたら、区のほうから

データをいただいて、分析したとおっしゃっていました。「新宿区分譲マンション実態調査報

告書」は、アンケートによる調査分析報告書ですが、区で所有しているデータから、このぐら

いの調査結果は出ると思います。 

 だから、私が一番知りたいのは、区の所有のデータを活用して、それを公表することができ

るかということです。 

○事務局（佐藤住宅課長） 東京都が独自にやっている調査と、各区市町村から引き上げる調

査というのがあると思いますので、その辺の引き上げる調査については、庁内で了解をもとに

活用できるんではないかというふうに思っております。 

○大方会長 要するに、あるものはどんどん活用すればいいということですが、さっきも申し

上げたように、きちっととれていないデータが多いので、こういうアンケートなどで、さらに

とらないと実態はなかなかつかめないでしょうということなんですね。 

 先ほど、耐震危険度というのも、あれは木造の住宅がどのぐらい密集していて、地震で火事

が出たときにどのぐらいの勢いで火が広がるかという、そこに着目しているデータ分析でしか

ありませんので。 

○野村委員 いや、老朽化だけです。 

○大方会長 いや、ですからマンションの老朽化というのは、なかなかつかむのは今持ってい

るデータだけでは難しいだろうということを、ただ申し上げただけです、私としてはね。それ

でいいと言ったわけじゃありません。 

○野村委員 それと、もう一点お聞きしたいんですけれども、特殊建築物定期調査を３年置き

に共同住宅だとやられないといけないことになっていますけれども、半分ぐらいの共同住宅は、

この調査の検査を受けても、検査済み証が発行されてないと聞いております。その辺の実態は

把握されていますでしょうか。 

○事務局（佐藤住宅課長） その特殊建築物の検査の実態については、今手元に資料がござい

ませんので、ちょっとお答えできないで申しわけございません。 

○野村委員 公表できますか。 

○事務局（佐藤住宅課長） それも、どのように調査結果を出して、どのような扱いになって

いるのか、今手元に資料がないので、申しわけございません。 



 - 18 - 

○野村委員 わかりました。 

○大方会長 ほかに、どうぞ。長谷川委員。 

○長谷川委員 この３ページなんですけれども、このマンション管理相談員派遣制度というの

は、いいのがあるんだなと思ったんですけど、ただ、平成24年度はたった４件しかなかったと

か、派遣される相談員が17名もいるのに、24年度は４件、25年度は16件、ちょっとふえたなあ

と思ったのですけど、このような制度をしっかり周知し、この制度を活用して耐震をしっかり

しなければいけませんよね。もっと宣伝していただきたいです。私もよく知らなかったもので

すから、この前もうちの住宅で管理委員会があったのですが、やはり耐震のことが話題となり

ました。新宿区からも補助金が出るとか、派遣制度ももっともっと宣伝していただけたらと思

いました。 

○事務局（佐藤住宅課長） 最初の説明でも、これが一忚目標24というのを置いているんです

けれども、なかなかそこまでいかない。本当に委員おっしゃるとおり、周知不足というふうに

考えてございます。 

 前段として、相談を受けて必要な方というのと、平成25年度から、それだけでもふえないの

で、区のほうで相談を受けて、過去に相談を受けて、どうですかというのも25年度から行って

はいるんですけれども、その辺をもうちょっとやりながら、そうではなく、今委員がおっしゃ

るとおり、もともとの周知を、広報ほか、ちょっとぱっと出ないんですけれども、あらゆる方

法で考えて努めていきたいというふうに思います。 

○長谷川委員 私も、住宅の人に言います。こういうのがあるから活用しようねと、すぐ宣伝

します。 

○大方会長 どうぞ。 

○佐藤委員 よろしいですか。先ほどの、ちょっと言いかけて途中になっちゃったんですけれ

ども、要するに、構造的に非常に老朽化していて、危険度が高くて、そういう集合住宅が震災

のときに、要するに破損すると火を出す可能性があるんですよね。そうすると、ものすごいん

ですよ、もう。普通の戸建て住宅の火の出し方と違いますから、火の粉をまき散らして非常に

大きな延焼の原因になる。 

 それから、じゃ、そういうものを建て替えるかといったときに、難しいですよね。その老朽

化していて、お住まいの方もお年寄りが多くて、そういう建て替えなんかの条件がない。 

 新宿は立地条件がいいですから、いろいろな建て替えは起きますけれども、それは市場、マ

ーケットでできるものは進みますけれども、そうじゃないところが残っちゃうわけですね。だ
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から、今残っているところというのは、できないところなんですね、多分、普通の市場では。

それをまとめて再開発というのは、大体やるところはやっちゃったわけで、残っているわけで

すね。だから、こういう検討は非常に重要だと思うんですけれども、そのときに住宅相談をし

たりということで建て替えなきゃいけないと、何かしなくちゃいけないというところまではい

くんですね。その先、手がないわけですよ。 

 だから、そこに対して、こういう検討をするときに、モデル的でもいいですから、やはり何

らかのことをやらなきゃいけない。昔は、まちづくり公社ってありましたよね。だから、ああ

いうものが積極的に入っていって、何か仕掛けられたんですけれども、今はそういうのはなく

なっちゃっているので、行政か民間しかないんですね。それがやれるのは大体、中間的なセク

ターで、例えば福祉事業なんかと一緒に組んでやっているような事業者があって、そういうと

ころは相当知恵を持っているわけですよね。それから福祉のほうは、いろいろ予算もあるし、

工夫をすると事業化できるんですね。でも、そういうのは放っておいたらなかなか動かないで

すよね。 

 だから、こういう検討をするときに、最終的には答申ということになると思いますけれども、

やはりそういう中間的な事業者とか、それから、そういうものをモデル的に進めるとか、モデ

ルをつくるとか、そういうことを進めていかないと、とまったままになっちゃいますね。この

調査、これだけ見ても相当深刻な状況で、要するに、表にあるところしか見えないわけだが、

奥へ行くと、木密というけれども、木密だけじゃなくて、老朽マンションの密集というのはも

っと恐ろしいということですよね。 

 ですから、ぜひ実態をきちっとつかんで、耐震改修なんかやられていたら、その結果をきち

っとつかんで、必要なものはどのくらいあるのか。それで、そういうものに対して、モデル的

に事業を起こす。これはやっぱり区が居住者の方々、それから専門家と一緒になってやってい

かないと解けないですから、実態を把握して、ただ答申したり、こういうのが必要だと言って

も解けないですから、具体的にアクションを起こさないと。ぜひそういうのを、この答申の中

では入れられたらというふうに私は思いますけれども。 

○大方会長 ありがとうございました。 

○桑原委員 会長、よろしいですか。 

○大方会長 はい、どうぞ。 

○桑原委員 管理のことなんですけれども、分譲マンションの中では委託管理しているか、そ

れから分譲マンションの人たちで自主管理しているか、いろんな方法があるんですよね。その
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中で、要するにマンションの管理がちゃんとできているところとずさんなところと、いろいろ

ありまして、不動産の売買のときも、基本的に重要事項説明書の中に書くのは管理費と、それ

から積立金と、あと管理規約なんですね。管理の内容にしては、管理会社に聞くか、住んでい

る方に聞くか、そういった状況を聞いて、それを買う方にお話しするしか方法がないのが実情

です。 

 新宿区内、結構築年数がふえているマンションがいっぱいあるんですね。結局、当時マンシ

ョンができ上がって、買われて入る方、大体同じ年代なんですよ。ですから、築年数が30年、

40年たっていれば、住んでいる方も高齢化していく。それに今度、尐子高齢化になっているわ

けです。そうすると、今度住まなくてもよくなっちゃう方がいらっしゃる。そうすると、分譲

マンションの中に空き家が出てくるわけですよ。空き家が出てくると、要するに所有者の方が

賃貸に回して、賃貸の方が入っていただければ建物はなっていきますけれども、賃貸も入らな

いという老朽化マンションも今、出てきている状況です。そうすると、どんどん空洞化してい

って、最後は廃墟になっちゃう。だから、要するにトランプじゃないですけれども、ばば抜き

になっちゃうような状況が多分この10年、20年先には、もう訪れてくると思うんですね。 

 ですから、よく今、多摩のほうでもリノベーションをやっていて、若い世帯をうまくそこの

コミュニティの中に入れて、管理費でも何でも滞納ないように売買して、管理もちゃんとして

いくというのを尐しずつやっているところもありますけれども、新宿区内で余り聞いたことは、

まだないんですね。 

 ですから、いかに空き家を減らしていって、維持管理をうまくしていかないと、そのために

区がどうしていいのかというのを考えていかないと。ただ、これも多分５年先、10年先ぐらい

からは、もう現実的に起こってくると思うんですね。ですから、毎年毎年こんなになって考え

ていると現実味を帯びてきちゃって、さあどうしようというときには多分間に合わないんじゃ

ないかな。そういうふうに思っています。 

 ですから、ぜひとも早急に何かしらの施策をしていかないと、やっぱり若い世帯を入れてい

って、管理を充実していくというのが一つの方法じゃないかなと思います。 

○大方会長 はい、どうぞ。 

○篠原委員 今のこととも関係するんですけれども、これは概要版を見ると、本当は実はマン

ションの施策を考える場合に切り離すことができないのはマンションの管理会社なんだけれど

も、管理会社に対することはどうなっているのかというのは、この概要版には何も出ていない

んですね。一番というか、肝心なことがちょっとないなという感じがすごくしたのと、それか
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ら、先ほど特殊建築物云々の検査の話があったんですけれども、あれは３年とか５年に１回や

らなきゃいけないようになっているもので、消防の関係かもしれませんけれども、そちらと連

携すれば、例えば、いろんな資料が出てくるはずじゃないかという気がするんですね。 

 それと、あともう一つは、高経年のマンションになれば、当然先ほど話が出ましたけれども、

高齢者が多くなっていく。その場合の、例えば住宅課だけじゃなくて、福祉との連携をやっぱ

り考えないといけないと思うんですけれども、そういうことも今回の中身には触れていないの

で、その辺をちょっと補充していく必要があるんじゃないかというふうに思います。 

○大方会長 よろしいですか。何か。ちょっと待ってください。事務局のほう。 

○事務局（佐藤住宅課長） いいです。 

○大方会長 よろしいですか。じゃ、小池委員。 

○小池委員 先ほどから、高齢化というキーワードがかなり出ております。 

 先般、私ども福祉部のほうでは高齢者福祉計画、これを策定しておりまして、その際に調査

を行っております。切り口としては、例えば住み替えの意向があるですとか、今住まいにどん

な不安だとか課題があるかというような聞き方をしております。 

 今の話を聞いていますと、やはり総合化というところが一つのキーポイントになりますので、

そういったうちのほうの調査と、こちらの調査結果、その辺も踏まえて総合的に対忚していく

と。もちろんその施策という意味でも、総合的な観点から考える必要があるのかな。 

 ただ、今すぐこれだという決め手がなかなか見つからないというところで、これを着実にや

っていく必要があるのかなと、このように考えております。 

○大方会長 何か事務局。はい、どうぞ。 

○事務局（佐藤住宅課長） あと、管理会社の件とか消防のデータ、これについても、管理会

社については今後の調査にどのように入れていくのかというのは、ちょっと考えていきたいと

思います。また、消防データについても、もらえるものなのかどうか、またその辺についても

検討していきたいというふうに思ってございます。 

○大方会長 あと、じゃ、私もちょっと意見を。 

 いろいろお話があって、特に佐藤委員の御意見などを伺ってきますと、かつては木密で木造

のアパートが老朽化して空き家だらけになって危なくてと、そういう話でしたけれども、いよ

いよマンションが老朽化して、かつ分譲も賃貸化していってという話になって危ないと。 

 そういうふうに考えていきますと、いよいよマンションだけじゃなくて、最初からアパート

としてつくった鉄筋アパートといいますか、コンクリートのもありますよね。投資家向けのマ



 - 22 - 

ンションのワンルームというんじゃなくてね。そこも含めて、何かトータルにこれからの安全

と、それから空き家化とスラム化、解いていくのかということは考えなきゃいけないんだなと

いうふうに思い至りましたが、そうすると、恐らくここの住宅課の所管だけじゃ解き切れない

んだろうと思うので、トータルの新宿のまちづくりとして、これを取り組まないとやっぱりだ

めですね。恐らくね。 

 ですから、きょうの話は本当にマンションの管理の話ということで、これはこれでよろしい

と思いますが、これを踏まえて、さらに何か新しい時代の新宿のまちづくり、ぜひ全庁を挙げ

て御検討いただけたらなという気がいたします。 

○椿委員 よろしいですか。賃貸住宅の管理と、あとまちづくりの仕事を公共的立場から行っ

ているということで、ちょっとお話しさせていただきます。 

 賃貸住宅の管理をしていて、分譲住宅の管理組合さんと同じような悩みという意味では、先

ほど管理組合さんの、こういうところで困っているという資料の中にもありましたが、最近は

やっぱり駐車場が、もう随分余ってきていて、特に管理組合さんは駐車場の収入で修繕積立金

を賄っているところはあると思うので、その辺、ちょっと新宿区さんのルールはよく存じ上げ

ないのですが、かつての附置義務が重荷になっているところは、もしかしたらあるのかもしれ

ません。今後行政さんが取り組んでいく課題としては、管理組合さんの会計面をよく分析され

て、ルールと、今の実態をよく鑑みてお話し合いをなさっていくのも一つあるのかなと思いま

す。 

 あと、先ほどからお話しいただいている将来的なマンション、分譲マンションの方向性は、

やはりまちづくりをどうしていくのか。篠原委員が先ほどお話しになられた地域の実情とか将

来像などを見据えて、その中でそこのマンションをどうしていくのかということを考えていく

のがこれから区に考えていただく、取り組んでいただくことなのかなと思っていて。 

 私ども賃貸住宅もいろんなところで建て替えをして、先生方にもいろいろ御意見いただきな

がらやっていますけれども、今まではそこの団地の、そこの場所で建て替えるということでや

ってきていますけれども、今回、法律の改正もして、場所を変えても建て替えることはできる

ようになって、一番その方たちがふさわしい場所ですとか、あと地域のまちづくりと連動して、

郊外部にあるものを駅前で住まわせるのがよければ駅前に住んでいただくという形で、地域の

まちづくりと合わせながら一番いい場所に移っていただくというようなこともやろうというこ

とで取り組んでいますので、そういう意味で、先ほど木密の解消に合わせてということも、大

きな目で分譲マンションや賃貸マンションの再生というものを、先ほど佐藤委員がお話しにな
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られたように、モデル的にこういうことをどこかで取り組んでみるとか、モデルケースとして

こういうような取り組み方があるとか、一歩踏み込んで御検討されると、よりすばらしいこと

になるんじゃないかなと思います。 

 以上でございます。 

○大方会長 御意見としていただいておけばよろしいですか。何か。はい、どうぞ。 

○事務局（佐藤住宅課長） 再開発までいかないところを事業者等々を入れてモデル的にでき

ないかというような御意見、ちょっと難しいかなというのは直感で考えてはいるんですけれど

も、検討していきたいなというふうに思ってございます。 

○大方会長 難しいだろうね。容積割り増しとか、きかないと思うから。 

 はい、どうぞ。 

○西村委員 今、実際、新宿区の空き家率って、どのくらいなんですか。それとあと、例えば

マンションで、分譲マンションだとか、東京都でもワンルームがすごく空き家になっています

よね。そういったところは具体的に把握されていますか。 

 それで今後、マンションどんどん建っているみたいですけれども、一体、今のままだと、す

ぐそれこそがたがたになるようなマンションでも建てちゃうような状況ですけれども、例えば

100年先までもつようなマンションを建てましょうとか、そういう形で何かしらアクションを

起こされる予定があるのか、ないのか。 

 実際、ワンルームマンションで、うちらの近くに建てているのと同じ業者が、初台のほうに

建てた同じ規模のワンルームマンションが12月にできているのに、もう６月、半年たっても約

半分しか埋まっていないような状況というのは、今から、先ほどお話があったように、マンシ

ョンが空き家というのは、それが古いものだけじゃなくて、新しくつくっても空き家になる率

がかなり高くなってきているようで、2040年には下手なというか、統計上だけでも40％ぐらい

空き家になるんじゃないかというようなのも統計で出ていましたよね。だから、その辺、新宿

区はどうなのか教えていただけませんか。 

○大方会長 どうぞ。 

○事務局（佐藤住宅課長） 新宿区の空き家は２万8,000戸ありまして、たしか十数％で大体

東京の平均、都の平均と同じ数字になっています。 

 これからふえていく。この住宅調査によって、平成20年度と25年度、５年ごとにやっている

んですけれども、数は確実にふえています。パーセントは若干減っているけれども、やっぱり

十数％ありますので、数はどんどんふえていっている状況ですので、その辺をどうしていくか
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というのは委員おっしゃるとおりですね。 

 ただ、そういったつくってすぐ空き家になるというのを考えると、その辺は行政でどういう

ふうにしていくか。 

○大方会長 高いから売れない。 

○西村委員 おっしゃるとおりだと思うんですけれども、例えば、やっぱりさっきからお話が

あったように、地域でみんなでちょっと、ここにはこういうのが、こういうのだったら埋まる

というのがわかっているわけですよ。例えば、うちの地域であれば、ファミリータイプであれ

ば、すぐ隣にできたマンションがすぐにぱっと埋まっているんですね。ファミリータイプの賃

貸じゃなくて分譲であれば、まだいっぱい希望者がいるよと。だけど、ワンルームの賃貸だと、

そうそういないよという話をしても聞かない。会社のほうとしてはというのがあって。 

 ただ、ワンルームの賃貸もつくって誰かに売っちゃうと、つくった人はそれっきりになっち

ゃうので、そういったところのその後の問題も、やっぱり最初につくる人たちには尐し責任を

負ってもらわないと、つくり逃げされるような状況というのは、やはりおかしなことじゃない

かなと。そこにできたのが、実際歯抜けのマンションというんじゃ、新宿区としてちょっとど

うでしょうかということがあったので、もし何かいい方法があれば、ぜひ考えてください。お

願いします。 

○大方会長 何かあれば。 

○事務局（佐藤住宅課長） ほかの方にも、そういった売り逃げみたいなお話は伺ったことは

ございます。それに対して、区としてどういうふうにしていくかというのが、ぱっと出てこな

い面もありますので、今後、考えていきたいというふうに思ってございます。 

○大方会長 今その問題について、要はやはり質のいいマンションをつくらせるということが

基本です。にもかかわらず、ですから、せっかく新宿区は先ほどのようにワンルームマンショ

ン条例までつくって、いいものをつくらせようとしているんだけれども、その強制力が弱くて、

そのとおりになってないと。まずその辺からちゃんと埋めていかないといけませんですね。 

 その次、さらにワンルームマンション条例を強化するなり何なりと、それが一つの方向かな

と思います。 

 それから、空き家の件は、かつてはもう古くなった、それこそお風呂のないような木造のア

パートが空き家になっていて、これがだんだん建て替わってというか、再開発されてという話

だったので、そんなに心配要らなかったのですが、もしこれからいよいよ老朽化した鉄筋のア

パートとかマンションが空き家だらけになっているというのは、これはさすがにゆゆしい問題
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で、そうなっていくと恐らくアメリカのダウンタウンと同じようなスラム化の現象が起きてい

って、そういう空き家のマンションって誰ももう手を出したくないですから、大変なことにな

っていくということもありそうなので、そういう場所がこれから出ていったときにどうするか

と。これはやっぱり全庁的に考えるしかないだろうと思うのですけれどもね。 

 ですから、空き家調査について言えば、どういう状態のどういうタイプの空き家が、どこで

ふえているのかというところを、もう尐しデータをとって分析しないといけないかなというふ

うに思っておりますが、その辺は何かおやりになる予定はありますか。空き家調査。 

○事務局（佐藤住宅課長） 今回、空き家の特措法ができまして、各自治体対忚しているとい

うところでございます。その中で、今後、今会長がおっしゃったような、どんどんふえていく

空き家をどうしていくかというのは、その法律の趣旨を鑑みながら今、全庁的にやっておりま

すので、その中で解決していきたいなというふうに思っています。 

○大方会長 伊藤委員、どうぞ。 

○伊藤委員 いいですか、すみません。分譲マンションの適正な維持管理ということなんです

けれども、昭和40年代ぐらいだと、いわゆる適正なマンション管理をするためには、50戸以上

のマンションをつくらないと修繕積立金だとか、そういったもの、あるいは管理費が適正に運

営されないというようなことがあって、戸数をある程度制限して分譲マンションデベロッパー

さんが計画してやってきていたんですが、それがだんだん小さく小規模な建物でも手をつける

ようになってきているんですね。 

 そのときに、管理費は当然自分のところでマンション管理やるつもりでいますので、管理費

は幾らというふうにやるんですが、修繕積立金までは買いやすい、あるいは月々支払いやすい

金額を想定して修繕積立金を計画している嫌いがどうもありまして、それが長期修繕計画書を

つくる際には、最初にそういったものが出てこないというようなことがあるんではないかなと

思います。 

 それで、修繕に入ろうとしたときに、借り入れをしないと工事ができないというときに、住

宅金融支援機構に相談に行くと、年間の積み立て額がこれでは低過ぎるので、７年間の返済で

はできませんよとか、あるいは５年間ではできませんよとかというふうになって、慌てて修繕

積立金の見直しをするというようなところがあると思います。 

 でも、それは管理組合がしっかりしているところであれば、そういう見直しをしようという

ふうになるんですけれども、比較的小規模なマンションに関しては管理組合がむしろないよう

なところがあったり、あるいは常住者が、いわゆるマンションに住んでいる所有者が半分以下
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だとか３分の１になって、ほとんど賃貸になってしまっているようなところだと、話し合いに

ならないために、そのまま放置されているという例が非常に多いんではないかなというふうに

考えられます。ということは、そのすき間の部分を救ってあげないと、救う方法を考えてあげ

ないと、高齢化、適正なマンション管理ができないんではないかなというふうに考えるんです

けれども、これをどういうふうにすればいいのかというのを、ちょっと御審議いただかなきゃ

いけないかなと思うんですが、特殊建築物の定期報告というのが先ほど、３年に１回というの

があるんですが、その報告というのは、必ず区のほうにも結果として定期報告されているかど

うかというのはあるわけですね。定期報告が出ていない建物に対しては督促しているというの

が実情だと僕は思うんですけれども、そういったところをもう尐し積極的に進めていかないと

救われないなという感じがします。 

 なおかつ、先ほど上下階の赤さびの話がありましたけれども、そういう改善の工事さえもで

きない。いわゆる水漏れしても下の階に迷惑かける。管理会社が入っていれば、上下階が保険

に入っていたりなんかするので何とかなるんですけれども、そういったことすらもできない状

態になるという可能性がありますので、それを救う手立てを考えていく必要があるのではない

かなというふうに考えていますが、いかがでしょうか。 

○大方会長 難問ですよ。 

○事務局（佐藤住宅課長） 最初に御報告というか、説明した中の、やはり管理組合が不全、

あるいはないというマンションに、どういうふうに当たっていくかというのが本当に課題で、

いい方法は23区のほかの区にも聞きながら考えてはいるんですけれども、なかなか名案という

のがない状況です。 

 そんな中で、どうしていくかと。豊島区は登録制度を23区で唯一つくっていますけれども、

それも登録していただけるのは、ある程度ちゃんとした組合ということで、そうじゃないとこ

ろは、やはり半分程度は登録していない。条例で強制しているにもかかわらず、半分はしない

という中で、今おっしゃったこの検査を有効に活用して、うまくそれを施策につなげるのはど

のようにしてやっていくのかというのは、これから考えていかなければならないなと思いまし

た。 

○伊藤委員 届け出が出ている場合にはいいんですけれども、届け出さえも出てこないような

建物で、マンション管理士さんが毎月１回だか二月に１回ぐらい定期的に相談会をやっている

かなと思うんですけれども、私の住んでいるマンションにもはがきが来るんですね。こういう

相談会があるから来ませんかという。私が相談員になって行ってもいいですよぐらいなつもり
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でいるんですけれども。 

 それはまだ、はがきが来るところはいいんですよね。だから、はがきを寄こしてもらいたい

というような案内が出せれば、尐数な住戸の住人がそういうはがきを忚募して、派遣してくだ

さいといって派遣されても、そこに常住の所有者が尐ないと話にならない。じゃ、その所有者

にはがきを出してあげるというような、そういった行為まで何か代行するような仕組みができ

ないかな。いわゆるマンションの管理会社があれば、管理会社さんが全て代行してくれるんで

すけれども、それをやってくれるところがないと、ほとんど野放しになってしまうのではない

かな。どうすれば適正なマンションの管理が、運営ができるのかというのを何かアドバイスを

する方法をぜひ対策を立てていただければなと思うんですけれども。どうでしょうか。 

○大方会長 お願いします。 

○事務局（佐藤住宅課長） 先ほどもチラシを配ったらどうかという、はがきが行かないとこ

ろと行くところがあるということですので、その辺も積極的に、どのような形でやれば、そう

いった不全なところに情報が行くのか、相談をやっていますよという情報が行くのか、平成20

年度の調査においても、その半分以上が返ってこない。それは、区から出したアンケートが宛

先がその理事長とかいらっしゃれば、その方がやってくれるんですけれども、そういう方がい

らっしゃらない、管理会社もないというか、そういうのをやらないということで戻ってきちゃ

うというのがありましたので、その辺も含めながら、どういったら情報を伝えることができる

かというのは考えていきたいというふうに思っています。 

○伊藤委員 先ほどから、そういうデータがどういうふうに分布しているのかというものを掌

握しているかどうかという質問は出ているんですけれども、これって早稲田大学さんと、ちょ

っとコラボする機会があったので、ＧＩＳといいましたかね。いわゆるそういったソフトを使

ってその分布を落とし込んでいくと、どういうふうにマッピングされるのかというのは理解さ

れると思うんです。 

 そういった地域が、どういう地域なのか、あるいは木密地域に建っているマンションなのか

どうかということも、ある程度把握しやすい状態をつくれば、もっと積極的に動けるんではな

いかなというふうに僕は想像するんですけれども、そういうふうな対策を立てるお考えがある

でしょうか。 

○事務局（佐藤住宅課長） ＧＩＳを使ってということなんですけれども、庁内でそういった

ものを利用しましょうというふうなことになっておりますので、そういうものを使ってどのよ

うにやっていくのかというのは、今具体的に頭へ上がらないんですけれども、一つのツールと
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して考えて、地域の把握に努めていきたいというふうには思っております。 

○伊藤委員 すみません、何度も。何か１対１で話ししているみたいですけれども。 

 このソフトって、結構役に立つと思っているんです。空き家情報。 

○大方会長 そこだけ。ＧＩＳは、道具としては便利ですが、そこへ入れるデータは、やっぱ

り誰かがとってこなきゃいけないので、問題はそこなんですね。 

○伊藤委員 もちろん、そのとおりです。 

○大方会長 その先は、もうＧＩＳぐらいは使うのは簡単で、今パソコンで何万円もするのも

ありますし、無料のもありますから、そこは心配ないんですがね。 

○伊藤委員 それを、だからそのデータをどういうふうに集めていくかということを考えなき

ゃいけないですね。データを集めなきゃ、それが生かされないというお話なんですが、じゃ、

どうするんですかという部分を決めてかないと、このまま放置されてしまうんですよ。それを

決めて、どういう対策を立てればそういったデータが集まるのかということを議論していただ

けるといいかなというふうに。対策を立てることです。それが大事かなと思います。よろしく

お願いします。 

○大方会長 この件、かつての、かつてとは戦前は地主さんがいて、家主さんがいて、長屋み

たいなのを比較的貧しい方に貸して、それで不衛生だとかスラムだとかいって、不良住宅改良

法ができて、余りひどいところは取り壊しだとかやる。日本の場合は成立しませんでしたが、

住宅監視員がいてという。それで、問題がある賃貸住宅は改善させるとか、最後は取り壊すと

か、そういう制度は日本にも不十分ながらありましたし、欧米には随分普及していたわけです

ね。 

 ところが、日本のマンションというのは、これはそういう賃貸住宅じゃなくて、オーナーさ

んが自分で住んで、納得の上住んでいるという話ですから、そこを強制的にこうしなさいとい

うところに、なかなか行政としては踏み出せないんだろうと思うのですね。 

 ですが、一方、先ほど佐藤委員がおっしゃったように、いよいよ地震が来ると、そこから火

が出るかもしれないとか、崩れて避難できなくなるかもしれないとか、あるいはさらに、名目

上はマンションだけれども、分譲だけれども、実態は賃貸住宅化しているとか、そういうふう

になってきていますので、いよいよ再度不良住宅改良法的な制度をやっぱり新宿としても考え

て、それでその住宅の問題を監視というと言葉は悪いですが、調査する体制も整えて、しっか

り問題把握するところから始めると。そのぐらいの取り組みをしないと、なかなかこの問題、

困った困ったというだけで、先に進まないかもしれないですね。 
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○伊藤委員 今、個別の問題として捉えるとなかなか難しいと思うんですけれども、やはり社

会として大きな面で考えるようにしていかないと、体制が見えてこないというふうに思うんで

すけれども。 

 要は、個ではなかなかできないけれども、社会でどういうふうにそれを捉えていくかという

解決案を考えることによって、なかなか踏み出せないものも、ちょっと一歩踏み出せるのかな

ということになっていくのかなと思うんですね。 

 要は、その耐震化をやりましょうよ。耐震化が進みません。だけど、私はどうせ死ぬときは

死ぬんだからという人がいて、その人の人生観によって耐震化が進まないという話も聞いてい

ます。だけど、それというのは個の問題であって、社会として考えると、それはやっぱり絶対

悪というのか、ちょっと問題あるんではないかなというふうに思うんですよ。 

 それを考えるのが、やはりこういう皆さんのお知恵をかりて、それを解決案を出していくと

いうことなのかな、そういう集まりかなと思うので、ぜひ皆さんで一緒に考えていきたいと思

います。よろしくお願いします。 

○大方会長 はい、どうぞ。 

○舟生委員 今のお話にも続くかと思うんですけれども、概要版の第４章の77ページのあたり

なんですが、「耐震・建て替えに関する調査結果」ということで、特に耐震なんですけれども、

昨今非常に地震が来るよ、来るよということで、このアンケートの結果も、「比較的新しいか

ら不安ではないよ」というような感じでデータが載っていますけれども、実は、ある意味じゃ

みんな不安なわけですよね。同じく、どれほどの地震が来るかもわからないですから、この範

囲内で不安がないだろうとか、あるだろうとかということで、私が感じるのは、耐震診断とか、

もちろんよろしいんですけれども、特に80ページの（３）の「耐震について不安でも耐震診断

を行わない理由」というところにありまして、もちろんいろいろな条件があって、ここにもア

ンケートの結果が出ていますけれども、「資金的に難しい」とか等々いろいろありますけれど

も、そういうものをまたこのデータ化していただくと、なおさら不安が増してくるというか、

なおかつ資産価値も低くなるし、空き家もどんどんふえていくだろうと。 

 ことし、私どものマンションは大きい緊急避難道路というんですか、何か倒れないように、

道路に倒れないようにという何かを、工事を１年間かけてやるというのは聞いてはいるんです

けれども、でも、それ以上の地震が来たらどうなんだよというような感じがしながらも、それ

があるから大丈夫ということじゃなくて、じゃ、資金がなくてできない方々に対してはどうい

うふうにやはり行政としてお話しして差し上げるというか、そういうことも必要なんじゃない
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かな。何か倒れないようにと、建物に頬づえをつくみたいにやったとしても、ある程度の地震

がくれば倒れること倒れるし、だめなのはだめで、来なきゃ来ないということなので、ほとん

どの方は、聞くところによると近隣なんですけれども、やはり費用がないから、たとえこちら

の支援制度を使っても、ないから集めようもないし、できないんですよということを聞いてお

りますね。じゃ、それはどうするんだよというような感じで、そのあたりの、そういう方たち

に対してのやはり指導というのか何というか、不安を取り除くと言っちゃ、その業者はできな

いかもしれないけれども、おっしゃるように個々の問題になってしまうのかどうかわからない

んですけれども、そのあたりはどういうふうにお考えになってらっしゃるんでしょうか。 

○幹事（依田地域整備課長） 地域整備課長です。耐震に関しては、区もさまざまな支援制度

を用意しておりまして、他区に比べたら、手厚い制度になっております。 

 特に非木造建築物のいろいろな耐震に関しては、まず最初の段階では、アドバイザー派遣を

行っています。本当に無料で専門家を派遣していろいろアドバイスしながら、簡単な耐震診断

また合意形成の調整までも含めてアドバイスをしております。そういった体制を組んでおりま

す。 

 先ほどの特定緊急輸送道路沿道は、震災時の動脈ともなるべき大事な道路ですので、補助率

は高いです。その他の建築物にも全てに十分補助が出せるという状況ではないところですが、

耐震の大事さをよくＰＲしながら、何とか大切さをＰＲして合意形成等にも努めていただいて、

耐震改修工事をしていただければと思っております。 

○大方会長 なかなかやはり個人の資産に国の補助金を投入するのはいかがなものかという、

まだまだ国の判断もありますのでね。 

 ですから、どこまでがやはり緊急避難的な救済措置で、どこまでは個人資産の援助になって

しまうのかという、その辺の考え方。それでも徐々に変わりつつあるんだろうと思うんですけ

れどもね。まだ急には難しいというところでしょうかね。 

○佐藤委員 よろしいですか。 

○大方会長 どうぞ。 

○佐藤委員 この81ページの上の図を見ると、やはり耐震診断をしない理由に、診断をして耐

震性が不足しているという結果が出ても対忚できないと。だからやらないということですよね。 

 ですから、多分必要なのは、耐震診断をして対忚が必要になったときに、区がそういうもの

の、それに責任を持つとは言えませんけれども、相談に乗るとか、アフターケアをするという、

そういうことがあれば一歩進むんじゃないかという気がしますけれどもね。 
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 だから、受けて、問題があるよと言われて、それきりになっちゃうと不安だけが増幅しちゃ

うから、何もできないんだったら初めからやらないという、そういうことなんでしょうね。 

○伊藤委員 マンションの資産価値が明らかになってしまうことが怖いというので、やりたが

らないということもありますよ。 

○佐藤委員 そうですね。 

○大方会長 健康診断のほうがね。 

○佐藤委員 そうそう。 

○大方会長 私じゃないけれども。 

○佐藤委員 健康診断なら、まだ対忚できるけれども。 

○大方会長 いずれにしろ、そもそもきょうこういう話をしているところは、マンション建替

え円滑化法などもできたりとか、いろいろ容積の緩和とか助成措置もできてきたということも

あるので、まずはその辺を周知するところから、あるいは、それに対して区としてさらに何か

上乗せ的なことができないかということをやって、その辺を考えようということがきょうの発

端だったろうとは思うんですけれどもね。 

 ですから、今のお話で、さらにこの建替え円滑化法あたりをうまく使って耐震補強を促進す

るような施策って、どうなの、とれそうなんですか。この先、見通しとしては。 

○事務局（佐藤住宅課長） 先ほど御紹介した、まだ相談段階で、東京都全域でもまだ申請ゼ

ロという中で、円滑化法の周知と使い勝手も含めて周知していくことが必要なのかなというふ

うに思っております。 

○大方会長 逆に、どの辺がやっぱり課題というか、ネックになって、いまいち進まないんで

すかね、これ。 

○事務局（佐藤住宅課長） やはり、皆さんの合意が必要ですので、全部じゃないんですけれ

ども、５分の４必要ですとか、そういったものもありますので、その辺じゃないかなというふ

うに思います。 

○大方会長 そこはもちろんですが、合意がとれないというのはやっぱり、要はお金がないと、

あるいは、引っ越すのが嫌だというような話だろうと思うんですね。 

 ですから、そのために今回は容積率の緩和などが盛り込まれたんだけれども、容積率の緩和

程度ではどうにもならんというようなことなのか、どうなんですかね。課長さんに聞いてもし

ようがないかもしれないけれども、何か御存じの点があれば。 

 あるいは、制度的な改善の方向みたいなのが多尐でも見えれば考えようがあるんだけれども、
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かつてのように容積率が倍になるとかでないと、再開発事業みたいに難しいんですかね。どう

ですかね。 

○幹事（野澤建築指導課長） ちょっとその辺について。 

○大方会長 はい、どうぞ。 

○幹事（野澤建築指導課長） 結構今、多摩周辺ですと、多摩ニュータウンの一部では昭和40

年代に建てた団地の建て替えというのを、ある意味、余剰容積を新たな方のスペースですが、

今それを売ることによって、今住んでいる方が負担なく建て替えができるというような建て替

えのスキームをやっている部分もあるんですが、なかなか今回、新宿区でマンション建替え円

滑化法の制度を使って容積を上乗せするということを、40年代に建てた新宿の建物って、そも

そも今の容積率よりもかなり超過して…… 

○大方会長 既存不適格だったりするわけですね。 

○幹事（野澤建築指導課長） ええ、建っているという建物もございます。 

 仮に余剰があって、そこに乗っけるという話になっても、なかなか今度は、そこだけ突出す

ると周りに対する日陰の影響だとか、そういったことでなかなか進まないという点もあります。 

 そもそも目いっぱい建っているというところで、それをまたさらに上乗せするというところ

だけで建て替えが進むかというと、なかなか難しいだろうなと。都心部は特にあるのかなとい

うふうには考えております。 

○大方会長 はい、どうぞ。 

○石川委員 先ほどから空き家のお話も出ていますけれども、空き家の活用として、やっぱり

住まい方の工夫、そういうこれからの新しい住まい方ということを地域の中での視点を入れて、

生活環境としても整えながらということで、総合的に計画をつくって、佐藤委員のおっしゃる

ようなモデルプロジェクトをつくりながら、まずは検討していただきたいと思います。 

 それとあと、私は民間賃貸の老朽化というのは大分あると思うんですけれども、ここでは分

譲だけを検討なさるということですけれども、結構新宿区は民間賃貸が多い区だと思うんです

けれども、そのあたりはひとまずこちらだけということなんでしょうか。 

○事務局（佐藤住宅課長） 全般のモデルでやるという先ほど来の御意見については、本当に

どのようにやっていけばできるのかとは検討していきたいというふうに思っています。 

 ２番目のそういった老朽化の件ですけれども、賃貸についても基本的には分譲でちょっと検

討はしているんですけれども、賃貸についても老朽化というのはありますので、尐し前にほか

の委員の方からもお話がありましたとおり、賃貸も視野に入れながら、基本的には分譲マンシ
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ョンの検討なんですけれども、視野に入れてやっていきたいというふうに思ってございます。 

○大方会長 よろしいですか。 

 そのほか、いかがでしょうか。 

○伊藤委員 今の、すみません。民間賃貸というと、いわゆる１人の方が１つの建物を賃貸す

る場合と、分譲賃貸って、最初から分譲、先ほども売り逃げみたいな話、若干ありましたけれ

ども、とあると思うんですが、分譲賃貸もこの対象に入ると考えていいんでしょうね。 

○石川委員 これは入って、調査の範囲に入っていますね。 

○伊藤委員 入っているんですね。 

○事務局（佐藤住宅課長） もちろん、分譲マンションはどうしていこうかというのが一番大

事ですので、それと１つの老朽化、賃貸化というのをどうしていこうかと。 

○伊藤委員 入居当時が100％ファミリータイプで購入して住まわれて、それが尐子化という

か、子供が家を出て、２人きりになって、広過ぎるから出ちゃう。それを賃貸するという、そ

ういうケースも後から賃貸マンションに変わっていくというケースもあると思うんですけれど

も、やっぱり自分が住んでいると、非常に維持管理の問題だとか、赤さびの問題だとか非常に

気にかかるものなんですが、人に貸してしまうと、なかなか人ごとのようになってしまって、

家賃さえ上がればそれでいいみたいになってくるんですけれども、要は、やはり適正な費用を

積み立て、修繕積立金をやっぱり計画的にやっていかなきゃいけないと思うんですけれども、

修繕計画書というのを、そのマンションを分譲するときに最初に提示してあげる必要があるの

かなということと、途中であっても、その指導することによって適正な修繕積立金が幾らです

よというようなことを提示してあげるということも必要なのではないかな。 

 そのときに当然、修繕積立金の値上げだとか、そういったものが出てくると思うんですけれ

ども、大体ここのあたりで反対が来ちゃうんです。反対が来るとなかなか話がまとまらないの

で延び延びになってくるんですが、あちこちで問題が発生すると何とかしなきゃいけないとい

うので、大体そうなってから初めて動き出すというのが実情なんではないかなというふうに思

うんですよ。 

 要は、そのすることを言うんではなくて、やっぱり計画的にマンションを維持管理するため

には修繕計画書というのは絶対必要ですよというのを義務化するというのも１つの方法かなと

思うんですね。いかがでしょうか。 

○事務局（佐藤住宅課長） 国交省のほうで標準の規約みたいなのをつくってありますので、

その辺を踏まえて、強制力を区が持つというのはなかなか難しいと思いますので、その辺の国
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の標準規約の中で、どのようにそれを反映させていくのかというのを、区が支援するという形

なのかなというふうには考えます。 

○伊藤委員 何かちょっと感覚的なんですけれども、規模によって違うと思うんですけれども、

平均的なというと、うちは余り平均的ではないんですが、35世帯ぐらいしかないんですけれど

も、10年に１回の修繕をやるのに、おおむね3,000万から3,500万ぐらいを３回ぐらいやってい

るんですけれども、それぐらいかかっているんです。ということは、１世帯10年間100万ぐら

い、10年間修繕積立金をためないとだめなんです。それでも、実は足りないんです。 

 建物の大規模修繕にそれだけかかるんですけれども、設備はまたその半分は最低かかるんで

すよ。その分も上乗せして修繕積立金を立てていかないとだめなんです。それでもだめなんで

す、エレベーターのあるところは。エレベーターがあるところは、うちの場合は７階建てなん

ですけれども、大体１基、全部取りかえたわけじゃないですけれども、リニューアルして７、

８百万ぐらいで、９階建てのマンションで、ちょっと1,000万を超えていました。そういうふ

うな形で積み立てしていかないと適正な維持管理はできないというふうに僕は思うんですけれ

ども、そういったものを何かうまく情報としてマンションの所有者の方に、これだけはかかる

んですよというものを提示してあげる必要があるんではないかなと思うんですけれども、そう

いうことをちょっとお伺い。区がやるというのも、よくわからないですけれども、すみません。 

○事務局（佐藤住宅課長） それは、最初の説明の中で、そういったマンションについての修

繕の費用も含めて、周知方法を改善していきたいというふうには思ってございます。 

○篠原委員 今の話に関係するんですけれども、この概要書の58ページに長期修繕計画が管理

組合の中にあるかどうかでは、78.2％が一忚「あり」というふうに答えているのがわかると思

います。 

 それで、これが全国規模で見ると多いのか尐ないのかというと、国土交通省のマンション総

合調査による数字がどのくらいだったか、ちょっと今記憶にないんですけれども、これよりも

うちょっといい数字が出ていたと思うんですよね。ということは、新宿区のマンションの分譲

形態では、その長期修繕計画が必ずしも作成されずに分譲されたケースが多いというふうなこ

とがある程度言えるんじゃないかと思うんですね。 

 そうすると、行政としては、やっぱり分譲業者に対して、その長計はきちっとつくって渡す

ようにとか、何か初期操作というのが一番大切だと思うので、そういうこととか、あと修繕積

立金というのはこういう数字が適正だと言われているとか、そういう指導はできるんじゃない

かと思いますので、それはやっぱりしていく必要があるんじゃないかというふうに思います。 
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○事務局（佐藤住宅課長） 今、住宅課はワンルームマンション条例しか持っていないので、

一般のマンションについてどのように規制をかけていくというのは、本当に大きな課題という

ふうに考えます。 

○伊藤委員 この用紙の表紙に、丸の３番目に「居住者の高齢化や住戸の賃貸化が進むと」と

いう、この部分について、20戸以下が29.7％、対策する施策がないというふうに先ほど答えら

れていまして、今の長期修繕計画、約70％は計画書がありますよという回答のようなんですが、

要はその30％って、もしかしたらこのことにかぶってくるのかどうかなというふうにもちょっ

と思うんですけれども、どうなんでしょうか。 

○事務局（佐藤住宅課長） それも含めてということで、それだけじゃなく考えていますけれ

ども、そういったことも含めて考えています。 

○大方会長 どうぞ。 

○佐藤委員 ちょっと私は誤解していて、この議題がきょうかかって、それから答申というよ

うなことに進むのかと思っていたんですけれども、そうじゃなくて、何かきょうはもう言いっ

放しでそれきりということらしいので、言いっ放しならきょう言わなきゃいけないと思うので

申し上げたいんですけれども、先ほどのＧＩＳの話とかビッグデータの話で、やはり残念なが

ら日本の行政の、これは全般そうなんですけれども、そういうデータの整備がやはり非常にお

くれていると思いますね。 

 ＧＩＳは各セクションでみんなつくってて、それぞれにはあるんだけれども、ＧＩＳって重

ねないと意味ないんですよね。ばらばらにやってもね。道路台帳は道路台帳で、それから下水

やなんかの関係はものすごい精密なのをつくっていて、建物関係、課税台帳はみんなまた別に

あって、これは重ならない。これを重ねるようなシステムを今つくりつつあるんだと思うんで

すけれども。 

 ですから、そういうことで、きょうの課題も、これは維持管理ですよね。建築の維持管理だ

から、データがちゃんとないとわかんないわけですよね。何をやるのに、どのくらい費用がか

かるかとか、行政的にどういう負担をしなくちゃいけないかとかですね。だから、これはそも

そも論で恐縮なんだけれども、やはりそれはやるべきなんですよね。 

 だから、そういう意味では、いろんなデータがあるので、これを重ねて分析することによっ

ていろんなことが見えて、それが見えることが次の施策の必要性ということにつながるので、

ばらばらだと福祉のことなんかも多分重なってきますよね。そういうものにね。 

 そうすると、本当に科学的な方法で施策が打てると思うんですけれども。ですから、そもそ
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も論で恐縮ですけれども、やはりその辺のところはじっくり、これこそ行政全体で縦割りの壁

を越えてやらないといけないことだし、それをやるのにいいきっかけでもあると思うんですね。 

 いろんなところでこれは言っているんだけれども、なかなかそう簡単ではないですけれども、

ぜひその辺は取り組んでいただければと思います。 

○大方会長 はい、どうぞ。 

○西山委員 今ちょっとデータの話が出たので、このアンケートに関しても、これは訪問調査

とかをされていて、かなりアクセスしてやられていると思うんですけれども、それでも50％切

っていて、むしろ、多分残りの50％がある面問題で、出てきているものを新宿区のデータだよ

と読んでしまうとまたちょっと違うので、次回またこういった調査をやられるときに、そこら

辺のやり方も含めて、あとほかのデータと、これは個別の調査票を見ますと、個々の情報はわ

かるようになっているので、ほかのデータとうまく重ねながら、ある面、例えばマンション管

理台帳みたいなものにしていくということも考えてもいいのかなというふうに思いました。 

○大方会長 あとはいかがでしょうか。大体よろしゅうございますか。時間も大体ほぼ時間近

くなりましたが。 

 よろしいですか。はい、どうぞ。 

○西村委員 すみません、最後に、終わってからでもよかったのですけれども、区民委員で、

ちょうど２年で、きょうで私終わりですよね。ですから、いろいろとありがとうございました。

私自身は小児科医で、ちょっと門外漢であるんですけれども、たまたま近くにマンション問題

が起きて、それにかかわった関係や何かで、建築行政とかにもいろいろ参加させていただいた

ために、こちらに忚募させていただきました。 

 私というよりも、本当に周りには新宿で生まれて、育って、もう御年配になった方々がいっ

ぱいいらっしゃいまして、やっぱりそれでマンション問題に関してはかなりそういった人たち、

自分たちで言いたいけれども言えないということもあって私が出てきたということもあるんで

すけれども、ぜひマスタープランにもあるように、「安心して暮らせる住まいづくり」、「住

生活の豊かさを実感できる住まいづくり」、「安定した居住を確保できるしくみづくり」、

「地域コミュニティを主体とした魅力ある住まいづくり」を今後も審議会、あるいは区のほう

でぜひお願いします。 

 会長初め委員の先生方、あるいは区の担当職員の方々の御発言や何か聞いていて、今後ます

ますやっていただけると思って安心しておりますので、ぜひ今後ともよろしくお願いいたしま

す。 
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○大方会長 ありがとうございました。 

 ほかに討議、御意見なければ、あと私からも最後ですが、きょういろいろお話を伺いまして、

我々というか私は、そうですね、学生のころは木密密集が改善されて中高層を不燃化すれば世

の中、特に東京はバラ色だみたいなことがありましたが、いよいよ随分と時代が変わってきて、

不燃化、中高層だけど居住環境としては非常に問題なんだと、欧米型の問題になってきたなと。

それから、人口も、まだ新宿区は伸びるでしょうが、もう15年ぐらいすると減尐になっていく

んでしょうかね。いよいよ高齢化していくと。やっぱり大きな時代の変わり目なので、相当従

来までの住宅政策とは違った体制をきちっととり、かつまた実態もきちっと調査するというこ

とが必要なんだなということを改めて感じました。 

 ですから、きょうは非常にこれからに向かってのなかなか示唆的なお話をいただきましたの

で、この方向性で結構だと思いますから、これにとどまらず、きょう出たいろんな御意見をう

まく反映させて、さらに二歩も三歩も前進できるようにお願いできたらなというふうに思いま

すが、きょうのところはそういう取りまとめでよろしゅうございましょうか。 

 それでは、きょうの審議会自体はこれにてお開きということにさせていただきます。 

 あと最後、事務局からどうぞ。 

○事務局（山﨑居住支援係長） 事務局からお知らせです。 

 審議会議事録のホームページへの公開につきましては、審議会終了の都度、当日の議事録の

公開についてお諮りさせていただいております。 

 本日の議事録につきまして、ホームページに公開してよろしいかどうか、お諮りします。い

かがでしょうか。 

○大方会長 よろしゅうございますね。 

    〔「はい」と呼ぶ者あり〕 

○事務局（山﨑居住支援係長） ありがとうございます。 

 委員皆様の任期は、平成25年７月29日から平成27年７月28日となっております。本日が任期

中の最後の会議となります。委員の皆様には大変お世話になりました。ありがとうございまし

た。 

 事務局からは以上でございます。 

○大方会長 それでは、これにて散会といたします。 

 どうも長時間ありがとうございました。 

    午後３時５５分閉会 


